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「情報通信政策」は、大きく「情報通信イン

フラ政策」及び「情報通信インフラの利用促進

政策」に二分される1。前者は「規制」に関す

るもので、情報通信インフラというサプライサ

イドに焦点化（情報通信インフラ提供主体間の

競争促進）するものが主であるが、情報通信の

利用者保護の観点からの、ディマンドサイドの

ルール作りも近時包含されるようになってきて

いる。後者は「振興」に関するもので、先進的

な情報通信インフラの利用事例を特定してその

利用促進を行うことや、情報通信技術のシーズ

となる基礎研究を進展させることも該当する。

筆者が主として研究対象とするのは、前者の

サプライサイドの政策であるところ、以下これ

に特化し、その主要な二つの転換点について言

及した後、近時議論となり今後も論点となると

想定される「ネットワーク中立性」について俯

瞰する。

情報通信政策論　－二つの転換点と今後の論点－

岡本　剛和（大学院情報学環・准教授）

２．情報通信政策の二つの転換点

電 気 通 信 サ ー ビ ス は 、 戦 後 の 1 9 4 7 年 に

逓信省（国内・国際）、49年に電気通信省

（同）、52年に日本電信電話公社（同）と提

供主体が変遷し、53年に日本電信電話公社

（国内）と国際電信電話株式会社（国際）に分

かれて以降も、公的主体2により独占的にサー

ビス提供がなされてきた。これが例えば、加入

電話の積滞解消により、基本的サービスの確保

よりもサービスの効率的提供が課題となったこ

と等3から、1985年になって、日本電信電話公

社が民営化され、併せて、電気通信事業法が施

行され、電気通信分野に競争原理が導入される

こととなった。制度的にこの独占状態に穴を開

けたことが転換点として第一に掲げるべき事項

である。

第二の転換点のタイミングは、2000年の接

続制度（ローカル・ループ・アンバンドリング

（以下「ＬＬＵ」という。））の導入である。

既存通信事業者（ＮＴＴ東西）の加入者回線に

ボトルネック性があることから、これを新規参

入事業者に適価で貸与させることを制度化し、

また、新規参入事業者はアンバンドルされた
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３．ネットワーク中立性

（1）経緯及び背景

近時、米国、欧州において、コンテント伝

送・アプリケーション利用が自由となるよう

にすべき、既存通信事業者（ＩＳＰ）が自ら

の独占力を行使してそれを阻害しないよう規

律を設けるべき、とのネットワーク中立性に

係る議論が盛んである。米国では、紆余曲折

を経て「オープンインターネット規則」が施

行されたが、依然として裁判所を交えて係争

中であり4、欧州でも議論が継続中で、未だ収

束の気配がみられない。

ネットワーク中立性は、既存通信事業者の

ネットワークに政策意図を以て制限を加える点

で、上述のＬＬＵの導入と同種の影響を与え得

るものであることから、情報通信政策の展開上

十分に留意しておくべきものと考えられる。

ネットワーク中立性の議論で登場する主体

は、ユーザー、コンテントプロバイダ及びＩＳ

Ｐの三者である。ユーザーはネットワーク利用

料をＩＳＰに支払い、コンテントプロバイダも

自らのコンテント配信用サーバーをインター

ネットに接続するため、同様にＩＳＰに利用料

を支払う。一方、ＩＳＰはこれら利用料等収益

を勘案しながら回線・通信機器整備コストや他

のＩＳＰとの接続コスト（ピアリング、トラン

ジット、インターネットエクスチェンジとの接

続）を負担している。問題は、ユーザーが契約

するＩＳＰ①とコンテントプロバイダが契約す

るＩＳＰ②が多くの場合一致せず、また、コン

テントへのアクセスに当たって、多くの場合Ｉ

ＳＰ①及び②以外の様々なＩＳＰのネットワー

クを経由しなければならないといったネット

ワーク構造の下、近時のリッチコンテントの伝

送の増加に伴い、ネットワークが大幅に混雑し

ている点にある。仮に、ＩＳＰ①及び②の間で

適切に事業者間精算がなされない、また、介在

するＩＳＰ群にネットワーク利用に係る収益が

もたらされなければ「タダ乗り」となり、「タ

ダ乗り」の蓋然性の高い伝送をＩＳＰがブロッ

キングする誘因となる。また、ＩＳＰがこれを

隠れ蓑として系列外のコンテントを排除する動

きが加速化する可能性も出てくるということで

ネットワーク要素を用いてサービス提供を行う

ことにより既存通信事業者と競争することを意

図するものであった。これは、既存通信事業者

に対してのみ規制を課すことから、「非対称規

制」と呼称され、我が国を始め多くのＯＥＣＤ

諸国において2000年頃から導入されたもので

ある。他方、以上の「サービス競争」の対極に

あるものとして「インフラ競争」がある。こ

れは例えば、米国は、光ファイバネットワーク

構築に対してＬＬＵを現在も導入していないよ

うに、新規参入事業者が自らインフラ構築を行

い、既存通信事業者と競争することを志向する

ものであるが、このような非規制のアプローチ

はＯＥＣＤ諸国でも依然少数派と言える。

以上二点、すなわち「競争導入」及び「競争

確保」のための施策実施がこれまでの情報通信

政策の展開上主要かつ重要なものであった。



　　　　 東京大学大学院情報学環紀要　情報学研究　№83 101「情報通信政策論　－二つの転換点と今後の論点－」

ある。ただし、ＩＳＰ相互間のデータパケット

のやりとりを正確に捕捉し精算するスキームを

構築することは難しく、大雑把にＩＳＰ同士が

「持ちつ持たれつ」の関係にある（介在させら

れるだけの場合もある一方、自らのネットワー

ク内のコンテントの伝送の面倒を見てもらうこ

ともある）ものと擬制し、詳細には立ち入らず

にＩＳＰの自律に委ね状況を注視する、という

のが各国当局のスタンスと考えられる。

（2）無差別原則

このような中、適用するルールについての考

え方は、「ネットワーク中立性確保のための厳

格な規制」から「非規制によりネットワークの

多様性を追求」するもの5まで、文字通り百家

争鳴であるが、第一に想起されるものは「無差

別原則」である。これを教条的に解釈すれば、

ＩＳＰが特定の通信トラヒックを優先させる

ことを禁止することとなるが、これは結果とし

てＩＳＰに単一のサービスレベルの伝送のみを

強いることとなるものであり、また、ネット

ワーク容量が超短期的に自由自在に増加させら

れない限りは、およそ現実的ではない。同様で

あるがＩＳＰが総量規制をかけることを認めれ

ば、コンテントプロバイダが帯域を効率利用

するコンテントを開発するインセンティブを削

ぎ6、また、ＩＳＰのネットワークへの投資イ

ンセンティブを削ぐ7との指摘もある。このた

め、そこまでの制約を課さずに「無差別原則」

を担保するとすれば、ＩＳＰがコンテントプロ

バイダに対して、伝送レベル毎に対価を設定し

た上で、選好に応じた伝送サービスをメニュー

どおり提供し、同じ伝送レベルを需要するコン

テントプロバイダは同等に扱うという点で無差

別とすることが次善の手立てとなる。もちろん

これは、現状、コンテントプロバイダがＩＳＰ

に利用料を支払っていることと符合するもので

あり、そこで不合理に対価に見合わない伝送レ

ベルのサービスを提供してはいけないとの箍を

はめるということである。なお、「不合理に」

としているのは、必要最小限の合理的なネット

ワーク管理は許容されることを意味し、米国の

「オープンインターネット規則」でもその文言

が付されており8、我が国の場合でも同様の考

え方が踏襲されている9。以上は、ユーザーに

対しても同様であり、ネットワーク管理を行う

場合に、例えば同等のヘビーユーザー群のうち

特定のユーザーに対してのみ帯域制御を実施す

ることを禁じることとなるものである。

（3）ゼロ価格ルール

もう一点、コンテントプロバイダがＩＳＰに

支払う料金について、ネットワーク中立性の観

点から「ゼロ価格ルール」を維持すべきという

考え方がある。これは、「加入電話で発信側が

着信側に接続料を支払う」が如く、「コンテン

トプロバイダがユーザーにデータ伝送する際に

ユーザーの加入するＩＳＰに着信料を支払う」

というようなこととはしない（現状もそのよう

な仕組みとなっていないがそれを維持する）と

いうことを意味するものである。コンテントプ

ロバイダは、あくまで自らが契約するＩＳＰに

利用料を支払うだけで、他のＩＳＰと着信に係

る交渉を逐一行うような膨大なコスト（取引費

用）までも負担すべきではなく、それはＩＳＰ

間で処理すべき事項とされる10。これは、現在

のインターネットがＩＳＰ群の階層構造となっ

ており、精算はピアリング、トランジットと
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４．おわりに

以上、情報通信政策の二つの転換点とこれに

連なるネットワーク中立性について概観した。

ネットワーク中立性の取り扱いについては、本

稿では扱っていない法学的論点等も含め、欧米

でも依然として燻り続けている。加えて、今後

ビッグデータ時代を迎えることを踏まえれば、

これには大容量の伝送を伴うことから、ネット

ワーク中立性に係る議論が再燃・深化していく

ことも想定される。この点からもネットワーク

中立性について、引き続き注視していく必要が

あるものと考えられる。

いったＩＳＰの自律に委ねられていることを踏

まえたものである。そして、以上を下支えする

理論として出てくるものが「両面市場」（two-

sided markets）の考え方11となる。これは、

ユーザー及びコンテントプロバイダはＩＳＰが

提供するネットワークを利用する主体であり、

これら利用主体が増えることでネットワークの

価値が高まる、との「ネットワーク外部性」を

念頭に置くものである。すなわち一般的にコン

テントプロバイダ側の方がユーザー側より需要

の価格弾力性が大きく、コンテントが賑わいを

見せなければネットワークの価値が増大しない

ことを勘案すれば、「ゼロ価格ルール」を徹底

することにより、コンテントプロバイダのネッ

トワーク加入が促進され、それがユーザーに裨

益することから、ユーザーの支払意思も高まる

との好循環を指摘するものである。「ゼロ価格

ルール」の維持は、ひとまず現状追認を表すも

のであるが、過去にＩＳＰ側で「着信料」導入

を検討する動きがあった12ことを踏まえ、今後

益々リッチコンテントの伝送が増加することが

想定されるところ、留意しておくべき論点と考

えられよう。
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⑼　�フォントはＭＳ明朝10.5ポイントを標準とする。

⑽　�字句・叙述は簡潔・明確にして常用漢字、現代仮名遣い、算用数字を原則として用いる。

表紙書式

⑾　�表紙には、日本語の標題、著者名、著者の所属を、和文および英文で記載する。また主要

著者の連絡先、研究助成に関する記述、謝辞、共同執筆の場合の執筆分担なども表紙に記

す。

⑿　�日本語の標題は30字以内とする。副題がある場合は、「－」（ハイフン）の後に主題と明

確に区別する形で記載する。その下に著者名と著者所属を日本語で記す。１頁目の日本語

標題はＭＳ明朝12ポイントで記す。

⒀　�日本語の標題、著者名、著者所属の下に、英語での標題（主題・副題）、著者名、著者所

属を記す。英語標題は、筆頭語と主要語の頭文字を大文字で表記する。また英語の主題と

副題は「:」で区切る。

⒁　�著者名の英語表記は原則としてFirst name を先とし、頭文字を大文字にする。日本名の

ローマ字使用法は執筆者の慣行を尊重し、統一しない。

⒂　�執筆者の所属に、教授・准教授・助教その他の別を記す必要はない。共同執筆の場合の記

載方法詳細はテンプレートを参照すること。

⒃　�標題、著者、著者所属に続けて、主要著者の連絡先、研究助成に関する記述、謝辞、共同

執筆の場合の執筆分担などを記す。

英文要旨

⒄　�英文要旨の頭に「Abstract」（ゴシック体）と記す。
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⒅　�英文要旨はA4版で１～２頁とする。英文に関しては、特に記述に注意し、執筆者の責任に

おいて英語を母語とする人の校閲を経ること。

⒆　�英文要旨の下に、キーワードを日本語と英語で記す。日本語キーワードは「キーワード：」

に続けて６つ前後記す。日本語キーワードに続けて、英語キーワードを「Key Words:」

（ゴシック体）に続けて記す。キーワードの筆頭語および主要語の頭文字は大文字とす

る。各キーワードはコンマで区切り、最後のキーワードの末尾にピリオドを付ける。

本文書式

⒇　�本文の開始ページの頭に、日本語および英語の標題を記す。

�　�本文中には、数字・記号を用いて章・節を設ける。章にあたるものは「１．，２．，…」

（全角数字及びドット）とし、節にあたるものは「1.1　…, 1.2　…,」（半角数字及びドッ

ト）とする。以下これに準ずる。章題・節題、強調部分は、太字ではなく、ＭＳゴシック

10.5ポイントを用いること。

	 例）	章題の例	 ２．携帯電話利用実態（全角の数字とドット）

	 節題の例	 2.1　利用頻度・利用料金（半角の数字に全角スペース）

	 節以下の例	 2.1.1　男性の利用頻度（上に同じ）

		  2.1.1.a　男性の利用頻度の詳細（上に同じ）

�　�目次は、原則として各論文毎には付けない。但し、学位論文の一括掲載や長編の調査研究

論文などの場合には付けることができる。

�　�本文中における外国人名などの固有名詞は、原綴りあるいは英語綴りを原則とするが、公

式の名称として著名なものはカタカナでもよい。

�　�本文中での参照文献の引用は著者姓と発行年をつけて次の例のようにする。著者が３人以

上の場合には初出の際には全著者の姓を書き、２度目以降は第一著者の姓を書き、和文献

では「他」、欧文文献では「et al.」を書き添える。

	 例）Rumelhart, Hinton, & Willams(1980)は…

	 …と主張している（丸山・田中・谷口, 1998）。

�　�査読にあたっての匿名性を確保するため、自己の既発表論文等の引用にあたっては、「拙

稿」「拙著」等による表示は避け、氏名を用いる。

�　�註は、一連番号を参照箇所の右肩に「1」「2）」「（3）」などのように書き添え、各論文末

に一括掲載する。

�　�参照文献は、著者の姓のアルファベット順によって並べ、各論文末に一括掲載する。欧

文、和文を分けて掲載してもよい。
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図・表・写真

�　�図・表は本文中の該当箇所に組み込む。

�　�図版は原則として白黒とする。

�　�仕上がり具合について希望がある場合は、その指示内容を欄外に付箋をつけて記すこと。

また、貼り付ける図・表・写真のできるだけ鮮明なコピー（写真の場合は原版）を、プリ

ントアウト原稿とは別途１部用意すること。

�　�図・表・写真について、ワープロ以外のアプリケーション（表計算ソフト、ドローソフト

など）で作成した電子的なデータがある場合は、そのデータファイルも併せて提出するこ

と。印刷業者が適切な措置を取るためのものである。

�　�図・表・写真のタイトルは、標準フォント（ＭＳ明朝10.5ポイント）を用い、以下のように

センタリングを施して記載する。図・写真の場合はタイトルの上に図・写真、表の場合は

タイトルの下に表を貼付すること。英語タイトルは省略してもよい。

	 例）	 ＜図＞

	 図4.2.2　利用目的との関係

	 （Fig.4.2.2 Comparison of the patterns by purpose of use）

外字

�　�外字が必要な場合は、当該箇所を空欄にしておき、プリントアウトに自記しておくこと。

外字は印刷時に業者が作成する。

その他の注意

�　�上記の他、章立て、見出し、引用、註、参考文献などは各学問領域における慣行に拠るこ

ととする。

�　�図書・出版委員会は、内容及び形式の双方について改稿または再提出を求めることができ

る。

�　�校正は原則として、初校のみ執筆者校正とする。大幅な修正は、原則として認めない。大

学院生の投稿の場合は、字句の修正以外は原則として認めない。

�　�各論文執筆者には別刷30部と掲載誌３部を配布する。

�　�本投稿規定及び執筆要項の改正は図書・出版委員会の決議を経なければならない。

著者紹介の執筆

�　�論文の掲載が決まった著者は、著者紹介と自分の写真一葉を提出する。著者紹介には、生

年月や出身大学などの履歴、専門、主たる著書・論文、所属、所属学会などを書くことが
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できる。

附則　この規定・要項は、平成21年１月16日から施行する。

附則　この規定・要項は、平成24年12月21日から施行する。

東京大学大学院情報学環　図書・出版委員会
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